
願
い
託
す
政
党
は

願
い
託
す
政
党
は

(毎月5､ 15､ 25日発行)

大阪府歯科保険医協会
発 行 人　　志岐 　敬
大阪市浪速区幸町1-2-33
電 話(06)6568-7731(代 表)
http://osk-net.org/

●定価･年間10,000円 月1,000円
●1977年5月23日第三種郵便物認可

12/15
2014年第1190号

　

日
本
は
70
年

も
の
間
、
平
和

憲
法
の
も
と
で

対
外
戦
争
を
し

な
い
体
制
を
維
持
し
て
き

た
。
一
度
や
二
度
の
選
挙
で

国
の
方
向
が
一
変
す
る
訳
で

は
な
さ
そ
う
だ
が
、
国
の
体

制
は
意
外
な
ほ
ど
短
期
間
で

激
変
す
る
。

　

第
二
共
和
制
の
も
と
に
選

挙
で
大
統
領
に
な
っ
た
ル
イ

・
ナ
ポ
レ
オ
ン
は
４
年
後
に

皇
帝
ナ
ポ
レ
オ
ン
三
世
に
な

っ
た
。
第
一
次
世
界
大
戦
で

負
け
て
世
界
一
の
貧
乏
国
だ

っ
た
ド
イ
ツ
は
15
年
後
に
ヒ

ト
ラ
ー
を
首
相
に
据
え
て
恐

怖
の
軍
事
強
国
に
変
身
し

た
。
日
本
も
満
州
事
変
か
ら

太
平
洋
戦
争
勃
発
ま
で
わ
ず

か
10
年
し
か
経
て
い
な
い
。

　

国
体
の
激
変
は
転
が
り
だ

す
と
良
識
や
善
意
を
吹
き
飛

ば
し
、
制
御
不
能
に
な
る
事

を
歴
史
が
教
え
て
く
れ
て
い

る
。
平
和
憲
法
も
民
主
主
義

も
磐
石
で
は
な
い
。
有
権
者

が
き
な
臭
く
な
る
事
態
を
日

頃
か
ら
嗅
ぎ
取
り
、
監
視
を

緩
め
ず
、
選
挙
を
通
じ
て
不

正
と
暴
虐
を
排
除
す
る
強
い

姿
勢
が
平
和
と
国
民
主
権
を

支
え
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
。

国
民
の
意
思
を
国
政
に
反
映

さ
せ
る
の
は
財
貨
で
も
暴
動

で
も
情
報
操
作
で
も
な
く
、

選
挙
で
の
一
票
し
か
な
い
。

　協会の年末年始の業務と本紙
の発行は次の通りです。
【休務】12/27～１/５
【新聞】12/25付と１/５付を合
併し、１/１付新年号として発
行。１/15付は休刊

年末年始のお知らせ

基基  

軸軸
大
企
業
優
遇

大
企
業
優
遇

税
制
を
問
う

税
制
を
問
う

❻❻

税
理
士　

菅
隆
徳

税
理
士　

菅
隆
徳税「

改
革
」で
中
小
企
業
危
機

医
療
法
人
も
外
形
標
準
課
税
に
注
意

　

安
倍
首
相
の
意
向
を
受
け

て
、
政
府
税
制
調
査
会
は
６

月
27
日
、
法
人
税
改
革
の
提

言
を
発
表
し
た
。
そ
れ
に
よ

る
と
、
第
１
の
目
的
は
「
わ

が
国
企
業
の
競
争
力
を
強
化

す
る
た
め
に
税
率
を
引
下
げ

る
こ
と
」
だ
と
あ
か
ら
さ
ま

に
主
張
し
て
い
る
。
さ
ら
に

第
２
の
目
的
と
し
て
「
一
部

税
）
の
「
外
形
標
準
課
税
」

の
拡
大
だ
。
現
在
、
資
本
金

１
億
円
超
の
大
法
人
に
課
税

さ
れ
て
い
る
外
形
標
準
課
税

を
、
資
本
金
１
億
円
以
下
の

中
小
法
人
に
も
拡
大
す
る
と

い
う
案
だ
。
大
法
人
３
万
社

か
ら
、
中
小
法
人
２
４
８
万

規
模
な
ど
「
所
得
以
外
の
外

形
基
準
」
に
課
税
す
る
も
の

だ
。
具
体
的
に
は
、
資
本

金
、
給
料
総
額
や
支
払
利

息
、
賃
借
料
の
金
額
に
税
率

を
か
け
て
課
税
す
る
。
そ
の

会
社
が
黒
字
で
あ
る
か
、
赤

字
で
あ
る
か
に
関
係
な
く
資

と
、
赤
字
の
中
小
企
業
に
も

税
金
が
発
生
す
る
。

　

さ
ら
に
提
言
は
５
兆
円
の

法
人
税
引
き
下
げ
の
財
源

に
、
所
得
税
、
消
費
税
、
地

方
税
の
増
税
の
可
能
性
を
示

唆
し
て
い
る
。
さ
ら
な
る
消

費
税
増
税
で
穴
埋
め
さ
れ
る

社
へ
と
課
税
を
拡
大
す
る
こ

と
を
意
味
す
る
。
医
療
法
人

の
場
合
、
現
在
は
資
本
金
の

金
額
に
か
か
わ
ら
ず
、
外
形

標
準
課
税
の
対
象
外
と
さ
れ

て
い
る
が
、
注
意
が
必
要

だ
。

　

外
形
標
準
課
税
は
、
事
業

　

経
済
政
策
で
は
、「
ア
ベ

ノ
ミ
ク
ス
」
に
対
し
て
維
新

・
次
世
代
が
一
部
評
価
す
る

一
方
、
民
主
・
共
産
は
格
差

是
正
や
家
計
支
援
な
ど
を
掲

げ
た
。

　

消
費
税
10
％
へ
の
増
税
で

は
、
自
民
・
公
明
は
２
０
１

７
年
４
月
実
施
を
鮮
明
に
し

た
。
民
主
・
維
新
・
次
世
代

は
実
施
時
期
を
明
示
せ
ず
に

「
延
期
」、
共
産
は
「
中

止
」
を
表
明
し
た
。

　

集
団
的
自
衛
権
は
、自
民
・

公
明
・
維
新
・
次
世
代
が
法
制

化
の
推
進
を
記
し
た
。
民
主

・
共
産
は
閣
議
決
定
の
撤
回

を
公
約
し
、
野
党
間
で
の
違

い
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
た
。

自　民
• 患者申出療養の創設など医療の岩盤規制を壊す
• 歯科医師の人材確保
• 「自立・自助」を第一にした社会保障制度の構築
公　明
• 健康関連データの活用と医療技術の開発を加速
• 地域包括ケアシステムの構築
• 「共助社会」をめざし安心の社会保障へ
民　主
• 地域の医療提供体制を立て直し介護との連携強化
• 歯科医療の充実
• 社会保障と税の一体改革を進める
維　新
• 診療報酬点数の決定を市場に委ねる制度を創設
• 混合診療を解禁する
• 社会保障制度改革を先送りしない
次世代
• 混合診療の解禁と医療費自己負担割合の一律化
• 医療・福祉への新規参入の促進
• 世代間格差を是正する社会保障制度の抜本改革
共　産
• 高すぎる窓口負担を軽減し無料化をめざす
• 歯科医療を充実させ診療報酬を抜本的に増額
• 国民の暮らしを支える社会保障制度の確立

業種 資本金
（万円）

報酬
給与
（万円）

支払
利息
（万円）

賃借料
（万円）

単年度
損益
（万円）

所得所得
金額金額 事業税事業税 改悪後の改悪後の

事業税事業税

運送業Ｓ 500 3949 322 79 △1474

０
円
０
円

11 万円
運送業Ｕ 2000 4267 156 259 △503 19 万円
製造業Ｇ 6600 1億4234 2273 1616 217 94 万円

　

医
療
で
は
、
自
民
・
維
新

・
次
世
代
が
公
的
保
険
制
度

の
縮
小
を
招
く
混
合
診
療
に

言
及
。
公
明
は
「
健
診
デ
ー

タ
の
活
用
」
を
、
民
主
は

「
医
療
提
供
体
制
の
立
て
直

し
」
を
そ
れ
ぞ
れ
盛
り
込
ん

だ
。
共
産
は
患
者
窓
口
負
担

の
軽
減
を
打
ち
出
し
た
。

　

主
な
争
点
で
各
党
の
主
張

が
混
在
す
る
な
か
、
命
と
暮

ら
し
を
守
る
政
党
を
見
極

め
、
貴
重
な
一
票
を
投
じ
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

□2015年２月14日（土）17時30分～
「歯科診療報酬改定の行方と電子請求
の課題」
講師：田辺隆氏（保団連副会長）
※終了後、懇親会を開きます
□2015年２月15日（日）10時～
「地域包括ケア構想と医療、歯科医
療、介護」（仮）
講師：芝田英昭氏（立教大学教授）（注）所得金額はその年度の課税所得金額。Ｇ社は単年度損益が黒字でも、前年度から繰り越し

た赤字分の控除で課税所得はゼロになっている。外形標準課税は①付加価値割（報酬給与＋支払
利息＋賃借料＋単年度損益に課税）②資本割（資本金等の金額に課税）③所得割（所得金額に課
税）の合計

　

歯
科
医
師
と
歯
科
衛
生
士
は
２
年
に
一
度
、
12
月
31
日
現

在
の
①
住
所
地
②
従
業
地
③
そ
の
他
事
項
―
―
に
つ
い
て
、

厚
労
相
に
届
け
出
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。
２
０

１
４
年
は
届
出
年
に
あ
た
る
。
所
定
の
届
出
票
に
必
要
事
項

を
記
入
し
、
15
年
１
月
15
日
ま
で
に
住
所
地
の
保
健
所
に
提

出
す
る
。
就
労
し
て
い
な
い
場
合
で
も
届
け
出
る
必
要
が
あ

る
。
用
紙
は
最
寄
り
の
保
健
所
で
入
手
で
き
る
。

本
金
や
人
件
費
に
税
金
が
か

か
る
。
従
来
、
中
小
企
業

（
資
本
金
１
億
円
以
下
）
の

法
人
事
業
税
は
、
所
得
金
額

に
課
税
さ
れ
て
い
た
。
だ
か

ら
赤
字
法
人
は
事
業
税
は
ゼ

ロ
だ
っ
た
。
し
か
し
、
外
形

標
準
課
税
が
拡
大
さ
れ
る

危
険
性
が
あ
る
。
大
企
業
の

法
人
税
減
税
の
財
源
を
、
庶

民
と
中
小
企
業
に
押
し
付
け

る
な
ど
許
さ
れ
な
い
。
外
形

標
準
課
税
や
消
費
税
10
％
増

税
に
反
対
す
る
動
き
が
、

今
、
全
国
で
広
が
っ
て
い

る
。 
（
お
わ
り
）

す
」
と
明
記
。

「
資
本
金
１
億

円
以
上
の
企
業

が
法
人
税
収
の

６
割
以
上
を
担

っ
て
い
る
」
と

指
摘
し
た
。
つ
ま
り
、
黒
字

大
企
業
の
負
担
は
軽
く
、
資

本
金
１
億
円
以
下
の
赤
字
中

小
企
業
の
負
担
を
重
く
す
る

と
い
う
こ
と
だ
。

　

そ
こ
で
政
府
税
調
が
打
ち

出
し
た
の
が
、
法
人
事
業
税

（
道
府
県
が
課
税
す
る
地
方

の
黒
字
法
人
に
偏
っ
て
い
る

現
在
の
負
担
構
造
を
見
直

　

衆
院
選
は
12
月
14
日
に
投
開
票
を
迎
え
る
。
ど
の
党

に
未
来
を
託
せ
ば
、
歯
科
医
師
・
患
者
・
国
民
の
願
い

は
実
現
す
る
の
か
。
主
要
な
争
点
に
対
す
る
各
党
の
公

約
を
比
較
し
た
。

衆 院 選
各党公約

消費税
自
公「
17
年
４
月
に
10
％
」

民
維
次「
延
期
」、共「
中
止
」

消
費
税
、集
団
的
自
衛
権
、社
会
保
障
、原
発
…

２
年
に
一
度
の
現
況
報
告

１
月
15
日
ま
で
に
保
健
所
へ

会員学習会のご案内
２/14～15、Ｍ＆Ｄホール

参加無料。お申し込みは事務局まで

各党の公約の主な医療・社会保障政策

外形標準課税が中小企業に拡大されたら所得ゼロでも税金が発生

各党の主な
総選挙公約

自　民 公　明 民　主 維　新 次世代 共　産

アベノミクス 推　進 継　続 中間層を豊かに
する経済政策へ 規制改革を推進 継　続 暮らし第一の経

済政策へ転換
消費税再増税 2017年４月 2017年４月 延　期 延　期 延　期 中　止
歯科医療 歯科医の確保 記載なし 充　実 記載なし 記載なし 充　実

集団的自衛権 法整備を推進 法整備を推進 閣議決定を撤回 法整備を推進 法整備を推進 閣議決定を撤回

原発 重要なベースロ
ード電源

原発ゼロをめざ
す

2030年代に原発
ゼロへ

原発依存から脱
却

原子力技術を維
持 即時原発ゼロ

沖縄米軍基地 辺野古移設を推
進 負担軽減 負担軽減 基地移設の合意

をめざす 記載なし 基地のない沖縄
をつくる

（各党のマニフェストから。衆参合わせて公示前10議席以上の政党を対象）


